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添付公開書類：
- 国際調査報告 （条約第 2 1条 (3))

車両用交流発電機は、ルンデル型回転子 と、ルンデル型回転子の外周側に回転空隙を有 して対向配置
され、電機子コイルが巻装 された積層鉄心を有する固定子 と、を備える。回転子は一対の ロータコアを
有 し、口一タコア ( 112 R )は、界磁 コイルが巻装 される円筒部 ( 112a) と、円筒部 ( 112a)の軸方向両端面に対向
するように配置 された板状の端板部 ( 112b) と、端板部 ( 112b) か ら回転軸に平行に伸延する複数の爪磁極部

と、を有する。爪磁極部 ( 112c) のそれぞれは、爪磁極部外周面の回転方向後側の縁領域に、爪磁極部
( l l 2 c)の内周側に向けて傾斜 した傾斜面であるべベル （1 120) を有 し、ベベル （1 120) の傾斜角度は 1 0 deg 以
上 1 6 deg 以下に設定されていることを特徴とする。



明 細 書

発明の名称 ：車両用交流発電機

技術分野

[0001 ] 本発明は、乗用車、 トラック等に搭載 され る車両用交流発電機に関する。

背景技術

[0002] 一般に、車両用交流発電機は、 ヨーク部、継鉄部、爪状磁極部を有するル

ンデル型鉄心を有 した回転子 コアを備 えている （例 えば、特許文献 1 参照）

。車両用交流発電機においては、電機子巻き線に負荷電流が流れ る時に発生

する磁気的騒音が課題の一つに挙 げられている。

[0003] 上述 した特許文献 1 に記載の技術では、爪状磁極部の回転方向に対 して前

方側縁および後方側縁に面取 りを設 けて、磁気騒音の低減 を図っている。そ

の際に、後方側縁に面取 りと前方側縁の面取 りとの比率を所定の範囲 とする

ことで、出力効率の低下を抑えるように している。

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献 1 ：特許第 3 2 6 5 9 6 7 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0005] ところで、近年、自動車用交流発電機に対する要請 として、小型化な らび

に同一体格で発電能力の向上が求め られている。即ち、小型で高出力の車両

用交流発電機 を合理的な価格で提供することが求め られている。

[0006] 従来、磁気騒音対策のために上述のような面取 りやべベル加工が知 られて

いるが、本発明では、ベベル加工によって爪磁極表面の渦電流損失が大幅に

低減 され ることに着 目し、上述 した面取 りに代えてベベル加工を行 うととも

にべベル加工の最適化を行 うことで、効率および出力電流の改善を図るよう

に した。

課題を解決するための手段



[0007] 上記課題を解決するため、本発明の望ましい態様の一つは次の通りである

界磁コイルが巻装された円筒部と、該円筒部の軸方向両端面に対向するよ

うに配置された板状の第 1 および第 2 の端板部と、第 1の端板部から第 2 の

端板部方向へと回転軸に平行に伸延する複数の第 1の爪磁極部と、第 2 の端

板部から第 1の端板部方向へと回転軸に平行に伸延し、複数の第 1の爪磁極

部に対して周方向に交互に配置された複数の第 2 の爪磁極部と、を有するル

ンデル型回転子と、ルンデル型回転子の外周側に回転空隙を有して対向配置

され、電機子コイルが巻装された積層鉄心を有する固定子と、を備えた車両

用交流発電機であって、第 1 および第 2 の爪磁極部のそれぞれは、爪磁極部

外周面の回転方向後側の縁領域に、爪磁極部外周面から爪磁極部の内周側に

向けて傾斜した傾斜面を有し、傾斜面の傾斜角度は 1 Odeg以上 1 6 deg以下

に設定されていることを特徴とする。

発明の効果

[0008] 本発明によれば、効率および出力電流の改善を図ることができる。

図面の簡単な説明

[0009] [図1] 車両用交流発電機 1 0 0 の構成を示す断面図。

[図2]整流回路 1 1 の構成を示す図。

[図3] ロータの半断面図。

[図4] ロータコア 1 1 2 Rの外観を示す図。

[図5] 図4 に示すロータコア 1 1 2 RのA —A 断面図。

[図6] ベベルが無い場合と有る場合の効率を示す図。

[図7] ベベル角度 1と出力電流との関係を示す図。

[図8] ベベル角度 1を変化させたときの加振力を示す図。

[図9] ベベル幅 （％) を変化させたときの渦電流損失と出力電流とを示す図。

[図10] ベベルの形状を示す図。

[図11] 爪磁極部 1 1 2 c の側面形状を示す図。

[図12]他の実施形態を示す図。



[ 図 13 ] 固 定 子 巻 線 5 を分 散 巻構 造 と した場 合 の概 念 図 。

[ 図 14] 分 散 巻構 造 とダ ブル 三相構 造 を組 み 合 わ せ た場 合 の概 念 図 。

[ 図 15] 固 定 子 巻 線 5 を分 布 巻構 造 と した場 合 の概 念 図 。

[ 図 16] 爪 磁 極 部 1 1 2 c の 断 面 図 。

[ 図 17] 爪 間磁 石 1 1 2 m の 効 果 を説 明す る図 。

[ 図 18] フ ェライ ト磁 石 お よび ネオ ジ ゥム磁 石 の特 質 を比 較 して示 した 図 。

[ 図 19] 爪 間磁 石 1 1 2 m の 有 無 に よ る出 力電流 を比 較 す る図 。

発明を実施するための形態

[001 0 ] 以 下 、 図 を参 照 して本発 明 を実施 す るた め の最 良の 形態 につ いて説 明す る

。 図 1 は本発 明の 一実施 の 形態 を示す 図 で あ って 、車 両用 交流発 電機 1 0 0

の構 成 を示す 断 面 図 で あ る。 ロー タ 1 1 2 が 設 け られ た シ ャ フ ト 1 8 の 先 端

に は プー リ 1 が 取 り付 け られ て お り、 この プー リ 1 と不 図示 の エ ンジ ンの駆

動軸 に取 り付 け られ た プー リとの 間 に はベル 卜が 架 け回 され て い る。 シ ャ フ

ト 1 8 は 、 フ ロン トブラケ ッ ト 1 4 に設 け られ た ベ ア リング 2 F と、 リア ブ

ラケ ッ ト 1 5 に設 け られ た ベ ア リング 2 R とに よ り回転 可 能 に支 持 され て い

る。 ロー タ 1 1 2 と僅 か なギ ャ ップを介 して対 向配置 され る固定子 4 は 、 フ

ロン トブラケ ッ ト 1 4 と リア ブラケ ッ ト 1 5 に よ って挟 持 され る よ うに保 持

され て い る。

[001 ] シ ャ フ ト 1 8 の 後 端 に は、界 磁 コイル 1 2 に給 電す るた め の ス リップ リン

グ 9 が 設 け られ て い る。界 磁 コイル 1 2 を構 成 す る コイル 導体 の 両端 は、 シ

ャ フ ト 1 8 に沿 って延 出 し、ス リップ リング 9 に夫 々接続 され て い る。 この

ス リップ リング 9 に接触 す る ブラ シ 8 を介 して 、車 両 に搭 載 され たバ ッテ リ

一 か ら、磁 界 を発 生す るた め の 電 力が界 磁 コイル 1 2 に給 電 され る。

[001 2 ] ロー タ 1 1 2 の 回転軸 方 向の前 後 両端 面 に は、外 周側 に複 数 の羽根 を有 す

る フ ロン トフ ァ ン 7 F お よび リア フ ァ ン 7 R が 取 り付 け られ て い る。 これ ら

の フ ァ ン 7 F , 7 R は ロー タ 1 1 2 と一体 的 に回転 し、 内周側 か ら外 周側 に

空 気 を流 通 させ る。 な お、 フ ロン トブラケ ッ ト 1 4 側 の フ ロン トフ ァ ン 7 F

は 、 リア ブラケ ッ ト 1 5 側 の リア フ ァ ン 7 R よ りも羽根 が小 さ く、流 通 させ



る空 気 の流 量 も フ ロン トフ ア ン 7 F は 、 リア フ ァ ン 7 R よ りも少 な い。

[001 3 ] 固 定 子 4 は 固 定子 コア 2 と固定子 巻 線 5 とか ら構 成 され 、 ロー タ 1 1 2

と僅 か なギ ャ ップを介 して対 向配置 され て い る。 固定子 コア 2 1 は 、 フ ロン

トブラケ ッ ト 1 4 と リア ブラケ ッ ト 1 5 に よ って前 後 か ら挟 持 され る よ うに

保 持 され て い る。 固定子 巻 線 5 は三相 巻 線 で構 成 され て お り、 それ ぞれ の巻

線 の 口出 し線 は、整 流 回路 1 1 に接 続 され て い る。整 流 回路 1 1 は ダイォ 一

ド等 の整 流 素 子 に よ り構 成 され 、全 波整 流 回路 を構 成 して い る。例 えば、 ダ

ィォ 一 ドを用 いた場 合 、 ダイォ 一 ドの カ ソ一 ド端 子 は ター ミナル 6 に接続 さ

れ 、 ア ノー ド側 の端 子 は車 両用 交流発 電機 本体 に電 気 的 に接続 され る。 な お

、冷 却 の た め の風 穴 が設 け られ た リア カバ ー 1 0 は 、整 流 回路 1 1 の 保 護 力

バ ー の役 割 を果 た して い る。

[001 4 ] 図 2 は 、整 流 回路 1 1 の構 成 を示す 図 で あ る。本 実施 の 形態 の車 両用 交流

発 電機 で は、 固定子 巻 線 5 は 、 3 0 度 位 相 ず ら しで設 け られ た第 1 巻 線 と第

2 巻 線 とを備 えて い る。各 巻 線 に対 して 、 3 相 全 波整 流 を行 う整 流 回路 1 1

が それ ぞれ 設 け られ て い る。各 整 流 回路 1 1 は 、 2 つ の ダイオ ー ド 1 1 1 か

ら成 る直列 回路 を 3 組 並列 接続 した もの で あ る。

[001 5 ] U , V , W 相 の 固定子 巻 線 5 は 3 相 Y 結 線 で接続 され て お り、 その反 中性

点側 の端 子 は直列 接続 され た ダイオ ー ド 1 1 1 の 接 続 点 に接続 され て い る。

上側 （プラス側 ） の ダイオ ー ド 1 1 1 の 力 ソー ドは共通 とな って お り、バ ッ

テ リ一 9 9 の プ ラス端 子 に接続 され て い る。下側 （マ イナ ス側 ） の ダイォ 一

ド 1 1 1 の ア ノー ドはバ ッテ リー 9 9 の マ イナ ス端 子 に接続 され て い る。

[001 6] な お 、本 実施 形態 で は図 2 に示す よ うな ダ ブル ス ター 巻 線 を例 に説 明 して

い るが 、 それ 以外 の巻 線 方 式 、例 えば、 シ ングル ス ター 巻 線 、 シ ングル デル

タ巻 線 、 ダ ブル デル タ巻 線 で あ って も、本発 明 は 同様 に適 用 す る ことが で き

る。

[001 7] 図 3 は ロー タ 1 1 2 の 全 体 を示す 図 で あ り、上側 半 分 を断 面 で示 した もの

で あ る。本 実施 の 形態 の ロー タ 1 1 2 は 、ル ンデル 型 回転 子 （爪状磁 極 型 回

転 子 ） を構 成 して い る。磁 性材 料 にて成 形 され た ロー タ コア 1 1 2 F , 1 1



2 R は、 シャ フ ト1 8 と一体 に回転す るよ うに、 シャ フ ト1 8 の 回転軸 方 向

の略 中央部 にそれ ぞれ セ レ一 シ ヨン結 合 され て いる。 フ ロン ト側 の 口一 タ コ

ァ 1 1 2 F と リア側 の ロー タ コア 1 1 2 R とは、それ ぞれ の 円筒部 1 1 2 a

が 向か い合 って 当接す るよ うに シャ フ ト1 8 に取 り付 け られ 、各 ロー タ コア

2 F , 1 1 2 R の外側 端 をシャ フ ト1 8 に形成 した環状溝 内に塑性流動

させ る ことで、軸 方 向の移 動 が規 制 され て いる。な お、 ロー タ コア 1 1 2 R

と ロー タ コア 1 1 2 F とは同一形状 で ある。

[001 8] ロー タ コア 1 1 2 F , 1 1 2 R は、 いずれ も、界磁 コイル 1 2 が巻 き回 さ

れ る円筒部 1 1 2 a と、 回転軸 に垂 直 な端板部 1 1 2 b と、端板部 1 1 2 b

の外 周側 端 面 に形成 され 、回転軸 に対 して平行 に伸 延 して いる複 数 の爪磁極

部 1 1 2 c とを有す る。 ロー タ コア 1 1 2 F の 爪磁極 部 1 1 2 c と ロー タ コ

ァ 1 1 2 R の 爪磁極 部 1 1 2 c とは、所定の爪磁極 間空 隙 を設 けて周方 向に

交互 に並ん で いる。本実施 の形態 の形態 で は、 ロー タ コア 1 1 2 F , 1 1 2

R に は爪磁極 部 1 1 2 c が それ ぞれ 6 つ形成 され て お り、 ロー タ 1 1 2 の極

数 は 1 2 極 にな って いる。

[001 9] 円筒 部 1 1 2 a の外 周 と爪磁極 部 1 1 2 c の 内周 との間 には、 コイル ポ ビ

ン 1 7 に巻装 され た界磁 コイル 1 2 が配置 され る。 コイル ポ ビン 1 7 は ロ ー

タ コア 1 1 2 F , 1 1 2 R の 円筒部 1 1 2 a に外 揷 され 、界磁 コイル 1 2 は

コイル ポ ビン 1 7 の胴部 に回転軸 回 りに巻装 され て いる。 ロー タ コア 1 1 2

F , 2 R と界磁 コイル 1 2 との間 に介在 す る コイル ポ ビン 1 7 に よ って

、界磁 コイル 1 2 の絶 縁 が保 たれ て いる。

[0020] 次 に、発 電動作 につ いて説 明す る。上述 した よ うに、 プー リ 1 とエ ンジ ン

側 プー リとはベル トで連結 され て お り、 エ ンジ ンの 回転 と共 に ロー タ 1 1 2

が 回転す る。界磁 コイル 1 2 に電流 が流れ る ことで ロー タ 1 1 2 は磁 化 され

、界磁 コイル 1 2 の周 囲 を周 回す る磁 路 が ロー タ 1 1 2 に形成 され る。一方

の ロー タ コアの爪磁極 部 1 1 2 c か ら出た磁 束 は、固定子 コア 2 に入 った

後 に、他 方 の ロー タ コアの爪磁極 部 1 1 2 c へ と入 る。そ して、 ロー タ 1 1

2 が 回転す る と回転磁界 が形成 され 、固定子巻線 5 に三相 の誘導起 電 力が発



生する。その電圧は上述 した整流回路 1 1 で全波整流 され、直流電圧が発生

する。この直流電圧のプラス側はター ミナル 6 と接続 されてお り、さらにバ

ッテ リ_ 9 9 と接続 されている。

[0021 ] なお、詳細は省略するが、界磁 コイル 1 2 に供給 される界磁電流は、整流

後の直流電圧が/ くッテ リー 9 9 を充電するのに適 した電圧 となるように制御

され、また、発電電圧が車両のバ ッテ リー電圧よ り高 くなつたときに充電を

開始するように、バ ッテ リー 9 9 の状態に応 じて制御 される。この発電電圧

を調整するための電圧制御回路 としての I C レギユレ一タ （図示せず）は、

図 1 に示 した リアカバ一 1 0 の内部に配置 され、ター ミナル 6 の端子電圧が

常に一定電圧 となるように制御 している。

[0022] 次に車両用交流発電機の効率について説明する。効率は出力電力と入力電

力との比で表 されるが、これは交流発電機の損失の大きさによって決まる。

例 えば、ハーフ負荷 （定格電流の 5 0 % の電流）時の出力電流を 9 0 A 、出

力電圧を 1 4 V としたとき、効率が 7 6 % であったとすると、以下に示すよ

うに損失は約 3 9 8 W ということになる。

出力 ：1 4 V X 9 0 A = 1 2 6 0 W

入力 ：1 2 6 0 W + 0 . 7 6 = 6 5 8 W

損失 ：1 6 5 8 W - 2 6 0 W = 3 9 8 W

[0023] 車両用交流発電機の損失の内訳は、 （1 ) 整流損 （整流ダイオー ドにおける損

失）、 （2) 機械損、 （3) 界磁銅損、 （4) 鉄損 （ロータの渦電流損失も含む）、

(5) 固定子銅損に分類 される。本実施の形態では、これ らの損失の内、渦電流

損失の低減ができるロータコア形状を提供する。

[0024] 上述 した ロータにおける渦電流損失は、ロータコアの爪磁極 （爪磁極部 1

2 c ) 表面において偏磁 （磁束密度の偏 り）が生 じることに起因 している

。負荷時には固定子コイルに流れる電流 （誘起電圧による電流）によって磁

界が生成 される。この磁界は、回転子の磁界よ りも 9 0 度位相がずれてお り

、爪磁極部 1 1 2 c の ロータ回転方向後側においては磁束密度が増加 し、爪

磁極部 1 1 2 c の ロータ回転方向前側においては磁束密度が減少する。その



ため、爪磁極部 1 1 2 c の方面において磁束密度の偏 り （偏磁）が生 じるこ

とになる。偏磁が生 じていない場合には、爪磁極部 1 1 2 c における磁界は

正弦波的な分布になっているが、偏磁が生 じた場合には、爪形磁極の回転方

向下流側に磁界の ピークが生 じるように偏磁する。その結果、磁極表面付近

に渦電流が生 じて損失 （渦電流損失）が発生する。

[0025] そ こで、本実施の形態では、この偏磁を緩和 して磁束密度の均一化を図る

ために、ベベル と呼ぶ傾斜面を爪磁極部 1 1 2 c の外周面に形成 して、固定

子コア 2 1 の内周面と爪磁極部 1 1 2 c の外周面との間の隙間間隔を大きく

するような構成 とした。この間隔が大きくなつた部分では磁束密度が減少 し

、偏磁が軽減 されることになる。

[0026] 図 4 は、ベベルが形成 された ロータコア 1 1 2 R の外観を示す図である。

また、図 5 は図 4 の A _ A 断面を示す図である。なお、A _ A 断面は、固定

子コア 2 1 の軸方向中央に一致する断面である。図 4 に示すように、爪磁極

部 1 1 2 c の平面形状 （外周方向か ら見た形状）は、図示上側 （端板部 1 1

2 b の側）か ら図示下側の爪先端にかけて先細 りに窄まった台形形状を して

いる。爪磁極部 1 1 2 c の回転方向後側の磁極表面 1 1 2 (図 5 参照）に

は、角度の緩やかな傾斜面を成すベベル 1 1 2 0 が形成 されている。

[0027] 図 5 の断面図において、 B 0は磁極表面 1 1 2 1 の幅寸法を示 し、 B 1はべ

ベル 1 1 2 0 の幅寸法を示 し、 1はべベル 1 1 2 0 の傾斜角度 （以下ではべ

ベル角度 と呼ぶ）を示す。直線 L 1は爪磁極部 1 1 2 c の中央とロータコア軸

心 とを通る直線である。一方、直線 L 2は磁極表面 1 1 2 1 のべベルの始点 （

中心か ら （Βο/2-B i ) 離れた位置）における接線である。 すなわち、図 5 に

おいて、ベベル角度 1は、ベベル 1 1 2 0 を構成する傾斜面と直線 L 2 (ベ

ベルの始点における接線）との成す角度である。図 5 に示す例では、ベベル

角度 1は、爪磁極部 1 1 2 c の先端側か ら根元側の全てにおいて同一角度に

設定されている。そのため、ベベル加工が容易とな り、生産性に優れている

[0028] 以下では、ベベル 1 1 2 0 の幅については幅寸法 B i を用いる代わ りに、次



式に示すようなベベル幅 （％) を用いて説明する。この場合、ベベル 1 1 2

0 の幅寸法 B iがべベル 1 1 2 0 の幅寸法 B 0の半分 となったときが、ベベル

幅 （％) = 0 0 % となる。

ベベル幅 （<½) = ( BO/2) x 100= (2 B i BO) x 00

[0029] 図 4 , 5 に示す例では、ベベル幅 （％) はどの断面で考えても同一となつ

ている。例 えば、ベベル幅 = 6 0 % の場合、図 4 の A —A 断面位置だけでな

く、爪磁極部 1 1 2 c の根元付近でも先端付近でも等 しく6 0 % と設定され

ている。

[0030] なお、図 5 に示す例では、爪磁極部 1 1 2 c の断面幅が、爪磁極部 1 1 2

c の外周側 と内周側 とが等 しい場合について示 したが、内周側の幅寸法が小

さくなるように内周側に絞 ったような形状の爪磁極部 （図 1 1 ( a ) ) に対

しても、本発明は同様に適用することができる。

[0031 ] 図 6 はべベルの有無による効率の違いを示す図であ り、直線 L 11はべベル

2 0 を形成 した場合を示 し、直線 L 12はべベル 1 1 2 0 を形成 しない場

合を示す。ここでは、ベベル 1 1 2 0 のべベル角度 1を 1 2 deg とし、ベべ

ル幅 （％) を 6 0 % としている。図 6 に示すデータは実測値を示 している。

後述の図 7 , 8 に示すデータは、 3 次元電磁界解析を用いて算出 したもので

[0032] 図 6 は、出力電流が定格電流の 5 0 % の値での実測効率を示 したものであ

り、回転数は 1 8 0 0 〜 1 0 0 0 0 (r/mi n) の範囲とした。データを見ると

、ベベル 1 1 2 0 の有無に依 らず、回転数が 2 0 0 0 〜 3 0 0 0 (r/mi n) の

間において効率が ピークとな り、それ以降は回転数が増えるにつれて効率が

下がっている。いずれの回転数範囲においてもベベル 1 1 2 0 を形成 した場

合の方が効率が高 く、 1 8 0 0 (r/mi n) では効率が約 2 % 向上 し、 1 0 0 0

0 (r/mi n) では約 1 0 % の効率向上が得 られた。高回転数ほど効率向上が大

きい。このように、ベベル 1 1 2 0 を形成することによ り偏磁が緩和 され、

その結果、渦電流損失が低減 し、効率の向上が図 られている。もちろん、ベ

ベルであればどのような形状のものでも良いというわけではな く、ベベル角



度およびべベル幅 （％) には最適な範囲がある。以下では、ベベル角度およ

びべベル幅 （<½) について説明する。

[0033] 図 7 は、ベベル角度 1と出力電流との関係を示す図である。なお、回転数

は 1 8 0 0 (r/mi n) とした。ここでは、ベベル幅 （％) とべベル角度 1 の

積を略一定としてある。すなわち一般的に言われているようにべベル角度が

大きいときはべベルの幅を狭 くし、ベベル角度が小さいときはべベルの幅を

大きくしてある。その状態でベベル角度を変化させたときの出力電流をシミ

ユレ一シヨン計算 した。なお、図 7 においてべベルを形成 しなかった部分の

出力電流を直線で表示 しベベル無と矢印で示 している。図 7 では、ベベル角

度 1を 9 . 5 degか ら 1 1 degまで変化させた場合の計算結果を示 したが、そ

の範囲内においては、いずれのベベル角度 1においても、ベベル 1 1 2 0 を

形成 したほうがべベルを形成 しない場合よりも出力電流が大きくなっている

[0034] また、出力電流の変化の様子を見ると、 1 1 deg付近に大きな ピークが現れ

、その ピーク位置よりもべベル角度が小さい場合には、ベベル角度の増加と

共に出力電流が増加 している。一方、 ピーク位置を過ぎると、ベベル角度の

増加と共に出力電流は減少 し、 1 6 degを越えた辺 りか らほぼ一定となる。

[0035] この結果は、次のように考えることができる。ベベルを形成すると、その

部分においては固定子コア内周面と爪磁極部 1 1 2 c の外周面 （爪磁極面）

とのギャップが拡が り、偏磁が改善されて渦電流損失が低下する。その結果

、効率が向上 して出力電流が増加する。一方、ギャップが広がると磁気回路

の磁気抵抗が大きくな り、その分、誘導起電力が低下 して出力電流を低下さ

せることになる。

[0036] 図 7 の ピーク位置よりもべベル角度 1が小さな領域では、ベベル角度 1

の増加に対 して磁気抵抗増加の影響よりも渦電流損失低下の影響の方が大き

く、出力電流が増加傾向を示す ことになると考えることができる。一方、 ピ

ーク位置よりもべベル角度 Θ が大きな領域では、ベベル角度 Θ を増加させ

た場合、磁気抵抗増加の影響よりも渦電流損失低下の影響の方が大きく、出



力電流が低下傾向を示すことになると考えることができる。また、ベベル角

度 1が 1 6 degよりも大きな領域においてほぼ一定となるのは、 1= 1 6 de

g付近で磁気抵抗増加の影響および渦電流損失低下の影響が飽和状態になり、

それ以上べベル角度 1を大きくしても出力電流への影響が変化しないものと

考えられる。このようなことから、図 7 に示すような出力電流のピークが発

生する。

[0037] ところで、上述した偏磁は加振力としても作用し、騒音の発生原因となる

。図 8 は、図 7 の場合と同様にべベル角度 1を変化させたときの、加振力の

変化を示したものである。なお、回転数は 1 8 0 0 (r/mi n) とした。ベベル

2 0 を形成しなかった場合の加振力をX軸に平行な直線で表しべベル無

と矢印で示している。ベベル 1 1 2 0 を形成しない場合には加振力は 1 6 0

0 0 P a であったが、ベベル 1 1 2 0 を形成すると加振力は 6 0 0 0 P a 以

下へと大きく低下する。ベベル角度 1= 1 5 〜 1 6 degにおいて加振カは最

低となっており、そこから両端に近付くにつれて加振力は大きくなる。

[0038] 図 7 の結果から、より効率の向上を図るためには、ベベル角度 1を 1 O de

g以上 1 6 deg以下の範囲が最適範囲となる。さらには、 1 1 deg以上 1 2 deg

以下に設定するのが好ましい。なお、図 4 に示す例では、ベベル角度 1を爪

磁極部 1 1 2 c の先端から根元部分まで同一としたが、上述した最適範囲 （

O deg以上 1 6 deg以下）内の値において、先端から根元部分にかけて変化

するようにしても良い。

[0039] 図 7 , 8 では、ベベル幅 （％) を一定にしてべベル角度 1を変化させた場

合の、出力電流および加振力について示した。一方、ベベル角度 1を一定と

し、ベベル幅 （<½) を変化させた場合のシミュレーション結果を図 9 に示す

。ここでは、ベベル角度 1を 1= 1 2 degとした。図 9 の曲線 L 2 1はべベル

幅 （％) と渦電流損失との関係を示したもので、曲線 L 22はべベル幅 （％)

と出力電流との関係を示したものである。なお、図 9 では、渦電流損失も出

力電流も、ベベル幅= 0 %の場合の値を基準とする百分率で表した。

[0040] 渦電流損失の場合 （曲線 L 2 1 ) 、ベベル幅 （％) の増加と共に直線的に渦



電流損失が低下する。ただ し、ベベル幅= 4 0 %付近を境に直線の傾きが異

なっている。一方、出力電流の場合 （曲線 L 22) には、ベベル無から幅40%付

近までは100%を超えてベベルの効果により出力電流が増える傾向にあるが、

4 0 % を越えると出力電流が直線的に減少する。さらに、ベベル幅= 6 0 %

を越えたところで曲線 L 22の傾きが変化 している。ここでは、渦電流損失の

低下が 2 0 %以上となる範囲であって、かつ、出力電流の低下が 9 5 %以下

となるように、すなわち、ベベル幅 （％) を 3 0 %以上 6 0 %以下に設定す

るのが好ましい。図 1 0 の爪磁極部 1 1 2 c (固定子中心位置）の幅との比で

表現すると、その比を0 . 1 5 以上 0 . 3 以下に設定することになる。

[0041 ] なお、上述 した実施の形態では、図 1 0 ( a ) に示すように、固定子コア

2 の軸方向中央位置における断面だけでなく、爪磁極部 1 1 2 c の先端か

ら根元までのいずれの断面においても同一のべベル幅 （％) とした。図 1 0

( a ) に示す例では、ベベル幅= 5 0 % としている。 しか しながら、ベベル

2 0 の形状としては、図 1 0 ( a ) のように同一比率とする場合の他に

、図 1 0 ( b ) に示すように、爪磁極部 1 1 2 c の先端部分から根元部分ま

でべベル 1 1 2 0 の幅寸法を同一とするような形状でも良い。このような形

状の場合、固定子コア 2 1 の軸方向中央位置における比率をべベル幅 （<½)

とする。図 1 0 ( b ) のべベル形状の場合には、固定子コア 2 1 の軸方向中

央位置において比率= 5 0 % となっているので、ベベル幅 （％) は 5 0 %で

あるとする。この場合にも、ベベル幅 （％) は上述 した最適範囲 （3 0 %以

上 6 0 %以下）に設定される。

[0042] また、図 1 0 ( a ) に示すように爪磁極部先端から根元部にかけてベベル

2 0 の幅寸法が大きくなる形状であって、各位置におけるベベル角度 1

が上述 した最適範囲 （1 Odeg以上 1 4 . 5 deg以下）になるようにべベル 1

2 0 を構成するようにしても良い。

[0043] ところで、従来のルンデル型ロータでは、図 1 1 ( a ) に示すように、各

爪磁極部 1 1 2 c は、隣接する爪磁極部 1 1 2 c に対向する 2 つの側面 7 3

力、 それぞれ外径側から内径側にかけて絞ったような形状となっている。各



側面 7 3 はそれぞれ角度 Θだけ絞 つてお り、 2 つの側面 7 3 が成す角度は 2

となっている。例 えば、 1 2 極の場合には、爪磁極部 1 1 2 c の側面 7 3

を片側で 1 5 deg絞 ってお り、 1 6 極の場合には 1 1 . 2 5 deg絞 っている。

[0044] このような形状 とすることで、 ロータ 1 1 2 の隣接する爪磁極部間の隙間

寸法、すなわち、 ロータコア 1 1 2 F の爪磁極部 1 1 2 c とロータコア 1 1

2 R の爪磁極部 1 1 2 c との間の隙間寸法を、外径側か ら内径側にかけて一

定に保つような構成 としている。 これは、爪磁極部 1 1 2 c 間の漏れ磁束の

増加を防 ぐ意図で、爪磁極部 1 1 2 c 間の隙間が内径側に近づいても小 さく

な らないような構造 としたものである。

[0045] しか しなが ら、本発明者による電磁界解析結果によれば、図 1 1 ( b ) に

示すように、内径側に向けての絞 り加工 （例 えば、 1 2 極機の場合の片側 1

5 deg) を廃止 して外径側 も内径側 も同一幅寸法 とすることで爪磁極部 1 1 2

c の断面を大き くしたほうが出力電流増加に効果的であることが判明 した。

実際に計算を行 うと、本実施の形態のように爪磁極部 1 1 2 c の幅寸法を内

外径で同一 とした場合のほうが、絞 り加工を施 した場合に比べて 1 0 %程度の

出力向上が図れ る。

[0046] 上述 したように、本実施の形態では以下に記載のような効果を奏する。車

両用交流発電機は、ル ンデル型回転子の外周側に回転空隙を有 して対向配置

され、電機子 コイルが巻装 された積層鉄心を有する固定子 と、を備 える。ま

た、ル ンデル型回転子は、界磁 コイル 1 2 が巻装 された円筒部 1 1 2 a と、

円筒部 1 1 2 a の軸方向両端面に対向するように配置 された板状の端板部 1

1 2 b と、一方の端板部 1 1 2 b か ら他方の端板部方向へ と回転軸に平行に

伸延する複数の爪磁極部 1 1 2 c と、他方の端板部 1 1 2 b か ら一方の端板

部方向へ と回転軸に平行に伸延 し、前記複数の爪磁極部 1 1 2 c に対 して周

方向に交互に配置 された複数の爪磁極部 1 1 2 c と、を有する。

[0047] 爪磁極部 1 1 2 c のそれぞれは、爪磁極部外周面の回転方向後側の縁領域

に、爪磁極部 1 1 2 c の内周側に向けて傾斜 した傾斜面 としてのベベル 1 1

2 0 を備 えてお り、ベベル 1 1 2 0 の傾斜角であるべベル角度 1は、最適な



出力電流を与える角度範囲である 1 Odeg以上 1 6 deg以下に設定される。そ

の結果、図 7 に示すように、出力電流は、その ピークを含む最適範囲内の値

となる。また、図 8 に示すように、効率も、ベベルを形成 しない場合に比べ

て向上する。

[0048] さらに、固定子 4 (すなわち固定子コア 2 1 ) の軸方向中央に対向する位

置におけるベベル 1 1 2 0 の幅と爪磁極部 1 1 2 c の幅との比率を、 0 . 1

5 以上 0 . 3 以下、すなわち、ベベル幅 （％) を 3 0 % 以上 6 0 % 以下に設

定することにより、出力電流の低下を防止 しつつ渦電流損失の低減を図るこ

とができる。

[0049] さらに、爪磁極部 1 1 2 c の幅を外周側か ら内周側まで等 しく設定するこ

とで、すなわち、図 1 1 ( b ) に示すように、爪磁極部 1 1 2 c の側面 7 3

の内周側にかけての絞 りを廃止することで、出力向上を図ることができる。

[0050] 図 1 2 は他の実施形態を示す図であり、上記実施形態のロータ 1 1 2 にお

いて、周方向に互いに隣 り合った爪磁極部 1 1 2 c の間に爪間磁石 1 1 2 m

を挿入 し固定 したものである。これを図 3 で説明 した実施形態、すなわち周

方向に互いに隣 り合った爪磁極部 1 1 2 c の間を単に空間に したものと比べ

た場合、爪間磁石 1 1 2 m を設けたことにより、図 1 7 のように爪間磁石 1

2 m による起磁力による磁束 1 3 0 0 力、 通常の界磁コイルの起磁力によ

つて発生される磁束にプラスされることになる。その結果、磁束量が増加 し

て誘起電圧が増加 し、出力が向上 し、効率が向上するという効果が得 られる

。なお、図 1 7 では、爪間磁石 1 1 2 m と爪磁極部 1 1 2 c との間に磁性体

板 1 2 0 0 を挟んだ構造としているが、磁性体板 1 2 0 0 を設けない構成も

可能である。

[0051 ] なお、この爪間磁石 1 1 2 m としては、さまざまな種類の磁石を適用可能

であるが、例えばネオジゥム磁石やフェライ ト磁石を使用することが可能で

ある。特に、フェライ ト磁石を使用することが好ま しい。その理由は、ネオ

ジゥム磁石を使用 した場合との比較を図 1 8 に示す。ネオジゥム磁石は保持

力が大きいため、ロータ表面におけるスロッ ト高調波による渦電流損失も大



き い 。 そ の た め に ロー タ表 面 の 温 度 が 上 昇 し磁 石 の 温 度 が 減 磁 限 界 を超 え る

の で 、 そ れ を 防 止 す る た め に グ ル ー プ加 工 を して い る が 、 磁 束 密 度 が 高 い た

め に 深 さが 0 . 5 國 程 度 必 要 に な る 。 ま た 、 そ の た め に 等 価 空 隙 が 大 き くな

る 。 等 価 空 隙 の 係 数 を カ ー タ係 数 と称 す る が 約 1 . 4 に も な る 。

[0052] — 方 、 フ ェ ラ イ ト磁 石 の 場 合 は 、 保 持 力 が 小 さ い こ と も あ りス ロ ッ ト高 調

波 に よ る渦 電 流 損 失 も少 な い た め 、 グ ル ー プ加 工 の 深 さ も最 大 0 . 3 國 で 十

分 で あ り、 等 価 空 隙 を表 す カ ー タ係 数 も 1 . 3 以 下 に な る 。 従 って 、 ネ オ ジ

ゥ ム 磁 石 の 場 合 は 保 持 力 が 高 す ぎ て か え って グ ル ー プ を深 くせ ざ る を得 な い

。 フ ェ ラ イ ト磁 石 の 場 合 は 適 正 な 保 持 力 で あ り、 グ ル ー プの 深 さ も適 正 で 加

ェ も容 易 で あ り、 生 産 性 も 向 上 す る 。 ま た 、 ネ オ ジ ゥ ム 磁 石 は 密 度 が 7 . 3

〜 7 . 5 で あ る が フ ェ ラ イ ト磁 石 の 密 度 は 4 . 8 で あ り、 磁 石 重 量 が 軽 い た

め に 図 1 7 に 示 す 磁 石 保 持 用 の 庇 1 1 2 2 の 厚 み が 薄 くて 済 む 利 点 が あ る 。

[0053] こ こで 、 フ ェ ラ イ ト磁 石 と は 、例 え ば 次 に 示 す よ うな 組 成 を有 す る もの を

指 す 。 酸 化 鉄 （Fe203) を 約 85% 、 酸 化 ス トロ ン チ ュ ウ ム （SrO) を約 10%、 そ

の 他 た と え ば ラ ン タ ン （La) ま た は コバ ル ト （Go) 等 を含 ん で い る酸 化 鉄 系 焼

結 磁 石 で あ る 。 ま た 、 ベ ベ ル 1 1 2 0 と 同 等 の 効 果 を得 る た め に 、 グ ル ー ビ

ン グ を設 け る こ と も可 能 で あ る 。 ベ ベ ル 1 1 2 0 と 同様 に 、 ネ オ ジ ゥ ム 磁 石

を使 用 した 場 合 に 比 べ て 、 保 持 力 が 約 1 / 3 〜 1 / 2 と弱 い た め 爪 磁 極 表 面 の

磁 束 密 度 が ネ オ ジ ゥ ム 磁 石 の 場 合 に 比 し弱 い た め グ ル ー ビン グ の 深 さ を浅 く

す る こ とが で き 、 生 産 性 向 上 や 、 材 料 の 有 効 利 用 に よ る コス ト低 減 が 可 能 に

な る と い つた 効 果 を得 る こ とが 可 能 で あ る 。

[0054] 図 1 3 及 び 図 1 4 を用 い て 、 図 1 の 固 定 子 4 に 巻 装 され た 固 定 子 巻 線 5 の

— 例 を説 明 す る 。 こ こで は 、 いわ ゆ る分 散 巻 コ イ ル を用 い た もの を 一 例 と し

て 説 明 す る 。 図 1 3 は 、 本 発 明 の 一 実 施 形 例 を な す 交 流 発 電 機 の 概 念 図 を 示

す 。 交 流 発 電 機 の 一 部 を 直 線 状 に 展 開 して 示 した もの で あ る 。 な お 、 こ こで

は 回 転 子 は 符 号 1 0 0 1 で 示 し、 固 定 子 は 符 号 1 0 0 2 で 示 す 。

[0055] 回 転 子 1 0 0 1 に は複 数 の 回 転 子 磁 極 1 0 1 1 が 装 備 され 、 固 定 子 1 0 0

2 に は 固 定 子 1 0 0 2 の 磁 極 を 形 成 す る複 数 の テ ィー ス 1 0 2 1 が 装 備 され



ている。複数のティース 1 0 2 1 にはU相コイル 1 0 3 1 、V 相コイル 1 0

3 2 、W相コイル 1 0 3 3 が巻かれている。ここで、V 相コイルとはU相コ

ィルを流れる交流電流に対して位相が 1 2 0 度遅れた （2 4 0 度進んだ）交

流電流が流れるコイルと定義する。また、W相コイルとはU相コイルを流れ

る交流電流に対して位相が 2 4 0 度遅れた （1 2 0 度進んだ）交流電流が流

れるコイルと定義する。回転子 1 0 0 1 は矢印で示した方向に回転する。

[0056] 実線で示したコイルは正巻き （ティースを内径側から見て時計方向巻き）

されたコイルであり、点線で示したコイルは逆巻き （ティースを内径側から

見て反時計方向巻き）されたコイルである。図 1 3 に示す例では、正巻きの

コイルを回転子から遠い位置に巻いているが、逆に、正巻きのコイルを回転

子から近い位置に巻いても良い。

[0057] 図 1 3 に示す固定子コイル構造は、 2 つの集中巻コイルを互いに電気角 1

8 0 度ずれた位置に 2 重に配置 し、それぞれの U相コイル、V 相コイル、W

相コイル同士を直列に接続 した構造になっている。言い換えれば、次のよう

な構造になっている。固定子 1 0 0 2 が回転子 1 0 0 1 に空隙を介して配置

され、電気角幅 3 6 0 度領域内に、同相のコイルターンによって形成される

2 つの固定子磁極 1 0 9 1 , 1 0 9 2 が配置されるようにコイルが巻回され

ている。そして、固定子磁極 1 0 9 1 , 1 0 9 2 を形成するそれぞれのコィ

ルターンは、周方向角度幅が電気角 1 8 0 度よりも小さく、コイルターン同

士が互いに重ならないように設けられているとともに、固定子磁極 1 0 9

と固定子磁極 1 0 9 2 とが互いに逆極性をなすように巻回されている。

[0058] ここでは、 2 つの固定子磁極 1 0 9 1 , 1 0 9 2 をなすコイルターンは、

互いに電気角 1 8 0 度ずらして設けられている。そして、U , V , Wの 3 つ

の相のコイルターンは、それぞれ電気角 6 0 度ずつずらして配置されている

。なお、V 相コイルはU相コイルとは逆に巻回されているため、+ 6 0 度一

8 0 度= _ 1 2 0 度となり、V 相コイルはU相コイルよりも位相が 1 2 0

度遅れる。また、W相コイルは、U相コイルと同じ向きに巻くため、U相コ

ィルょりも2 X 6 0 度= 1 2 0 度だけ位相が進む。また、この実施例では、



1 つの コイル ター ンがなす電気角幅 は 1 2 0 度 で あ り、同相では 2 つの コィ

ル ター ンで 2 4 0 度の領域 、すなわ ち全体の 2 3 の数のテ ィースに巻かれ

ている。 この よ うな コイルの巻 き方 を、分散巻 と呼ぶ ことにす る。

[0059] このため、本実施形態 における固定子 コイル は、電気角 3 6 0 度 以内に 1

つの集 中巻 コイル を設 ける集 中巻構造 に比べて、回転子の磁束 と鎖交す る各

コィル ター ンの回路面積が 2 倍 であ り、 コィル利用効率 は集 中巻の 2 倍 にな

つている。テ ィースに巻 くコイル ター ン数 を比較 した場合、集 中巻 と同 じ鎖

交磁束 を得 るために必要な コイル ター ン数 は、本実施形態の場合 には集 中巻

の半分で済む。また、 U 相， V 相 ，W 相の各 コイル は、集 中巻 に比べて 2 倍

に分散 され ている。 さらに、図 1 5 に示す分布巻の よ うに全てのテ ィースに

コィルが巻かれた構造ではな く、全体の 2 3 の数のテ ィ一スに しか巻かれ

ていない。そのため、集 中巻や分布巻 に比べて、 コイルイ ンダクタンス を低

く抑 える ことができる。

[0060] さ らに本実施例 は、集 中巻 に比べて、 コイルが 2 倍 に分散配置 され てお り

、 U 相 コイル， V 相 コイル、およびW 相 コイル は半分程度重複 しなが ら巻か

れ ているので、電機子反作用 は集 中巻 に比べて周方 向に比較的なめ らかに分

布す る ことにな り、高次の電磁 力高調波成分が低減 された構造 にな っている

。 このため、集 中巻 に比べ ると、よ り静かな回転電機 と して機能できる。

[0061 ] な お、図 1 3 の例 は、固定子テ ィースが電気角 6 0 度毎 に 1 本配置 され 、

コイル ター ンが電気角度幅 1 2 0 度 で巻回 された構造であるが、固定子テ ィ

ース を電気角 3 0 度毎 に 1 本配置 し、 コイル ター ンを電気角度幅で 9 0 度 、

あるいは 1 2 0 度 、 も しくは 1 5 0 度 で巻回 した構造 と して も、同様の効果

を奏す る ことができる。

[0062] 図 1 4 は、本発 明の他の実施形態 を示すであ り、回転電機の概念図を示す

。以下に述べ る事項の他 は、上記実施形態 と同様 である。図 1 4 に示す例 で

は、上記の分散巻構造 とダブル三相構造 を組み合わせた構造 を成す。すなわ

ち、図 1 3 で示 した巻線群 を 2 つ設 け、互 いに位相 をず らして配置 した もの

である。



[0063] 図 1 4 に示すように、固定子 1 0 0 2 において、ティース 1 0 2 1 の本数

を電気角 3 6 0 度あた り 1 2 本に し、隣接するティース 1 0 2 1 間の電気角

位相差を 3 0 度 とする。そ して、一方の三相交流系 （三相系 A ) の分散巻構

造の三相交流系コイルを、ティース 1 0 2 1 の半径方向外側の部分に配置 し

、他方の三相交流系 （三相系 B ) の分散巻構造の三相交流系コイルを、ティ

ース 1 0 2 1 の半径方向内側の部分に配置するように した。三相系 B は三相

系 A に対 して電気角で 3 0 度ずれた位置に配置 され、三相系 A に対 して並列

に接続 される。三相系 A , B ともに各コイルは例 えば 4 本のティースを束ね

るように巻 く。

[0064] このように、固定子巻線 として分散巻を採用するとともに、上記実施形態

で説明 したようにロータコア 1 1 2 F 、 1 1 2 R にべベル 1 1 2 0 を設 ける

ことによって、図 6 に示 したように大幅に効率が向上する効果が得 られる。

この場合、爪間磁石 1 1 2 m を設けな くても、同様の効果が得 られる。

[0065] さらに固定子巻線 として、分散巻方式ではな く、図 1 5 に示 した分布巻方

式のコイルを採用するとともに、爪間磁石 1 1 2 m を設け、さらに当該爪間

磁石 1 1 2 m としてフェライ ト磁石を採用することによって、図 1 9 に示す

ように大幅に出力電流が増加する。この場合、ベベル 1 1 2 0 を設 けると、

効率は分散巻を採用 した場合 と同様に向上する。また、上述 した実施形態で

は 3 相の分散巻、分布巻の固定子を例 として説明 したが、相の数は 3 に限 ら

ず本発明を適用可能である。例 えば、 3 相の巻線に、電気角で 3 0 度ず らし

てさらに 3 相を巻回 した 6 相巻線や、また 5 相巻線などの特殊な形態であつ

ても、上記 と同様の効果が得 られる。

[0066] 他の実施形態 として、図 1 6 に爪磁極部 1 1 2 c の断面図を示す。これは

、爪磁極部 1 1 2 c の先端部の内側 （界磁 コイル 1 2 側）に面取 り 1 1 2 z

を設 けたものである。この面取 り 1 1 2 z を設 けることによって、爪磁極部

2 c の先端での磁気抵抗が高 くな り、当該先端か ら隣接ずる他の爪磁極

部 1 1 2 c などに漏れる磁束を減少 させることができる。その結果、効率を

向上 させることができる。また、先端の重量が減ることによって、高速回転



時のコアの変形を軽減することができる。

[0067] 上述した各実施形態はそれぞれ単独に、あるいは組み合わせて用いても良

し、。それぞれの実施形態での効果を単独あるいは相乗して奏することができ

るからである。また、本発明の特徴を損なわない限り、本発明は上記実施の

形態に何ら限定されるものではない。

符号の説明
[0068] 4 ：固定子、 5 ：固定子巻線、 1 1 ：整流回路、 1 2 ：界磁コイル、 2

：固定子コア、 1 0 0 : 車両用交流発電機、 1 1 2 : ロータ、 1 1 2 a : 円

筒部、 1 1 2 b : 端板部、 1 1 2 c : 爪磁極部、 1 1 2 F , 1 1 2 R : 口一

タコア、 1 1 2 m : 爪間磁石、 1 1 2 0 : ベベル



請求の範囲

[請求項 1] 界磁 コイルが巻装 された円筒部 と、該円筒部の軸方向両端面に対向

す るように配置 された板状の第 1 および第 2 の端板部 と、前記第 1 の

端板部か ら前記第 2 の端板部方向へ と回転軸 に平行に伸延す る複数の

第 1 の爪磁極部 と、前記第 2 の端板部か ら前記第 1 の端板部方向へ と

回転軸 に平行に伸延 し、前記複数の第 1 の爪磁極部に対 して周方向に

交互に配置 された複数の第 2 の爪磁極部 と、を有す るル ンデル型回転

子 と、

前記ル ンデル型回転子の外周側 に回転空隙を有 して対向配置 され、

電機子 コイルが巻装 された積層鉄心 を有す る固定子 と、を備 え、

前記第 1 および第 2 の爪磁極部のそれぞれ は、爪磁極部外周面の回

転方向後側の縁領域 に、前記爪磁極部外周面か ら前記爪磁極部の内周

側 に向けて傾斜 した傾斜面を有 し、

前記傾斜面の傾斜角度は 1 O deg以上 1 6 deg以下に設定 されている

ことを特徴 とす る車両用交流発電機。

[請求項2] 請求項 1 に記載の車両用交流発電機 において、

前記固定子の軸方向中央に対向す る位置 における前記傾斜面の幅 と

前記爪磁極部の幅 との比率 を、 0 . 1 5 以上 0 . 3 以下に設定 した こ

とを特徴 とす る車両用交流発電機。

[請求項3] 請求項 2 に記載の車両用交流発電機 において、

前記傾斜面の幅 と前記爪磁極部の幅 との比率 を、前記爪磁極部の先

端か ら根元部分において同一 と した ことを特徴 とす る車両用交流発電

機。

[請求項4] 請求項 1 に記載の車両用交流発電機 において、

前記傾斜面の傾斜角度 を、前記爪磁極部の先端か ら根元部分におい

て同一 と した ことを特徴 とす る車両用交流発電機。

[請求項5] 請求項 1 乃至 4 の いずれか一項に記載の車両用交流発電機 において



前記第 1 および第 2 の爪磁極部は、該爪磁極部の幅が外周側か ら内

周側 まで等 しく設定 されていることを特徴 とす る車両用交流発電機。

[請求項6] 界磁 コイルが巻装 された円筒部 と、該円筒部の軸方向両端面に対向

す るように配置 された板状の第 1 および第 2 の端板部 と、前記第 1 の

端板部か ら前記第 2 の端板部方向へ と回転軸 に平行に伸延す る複数の

第 1 の爪磁極部 と、前記第 2 の端板部か ら前記第 1 の端板部方向へ と

回転軸 に平行に伸延 し、前記複数の第 1 の爪磁極部に対 して周方向に

交互に配置 された複数の第 2 の爪磁極部 と、を有す るル ンデル型回転

子 と、

前記ル ンデル型回転子の外周側 に回転空隙を有 して対向配置 され、

電機子 コイルが巻装 された積層鉄心 を有す る固定子 と、を備 え、

前記第 1 および第 2 の爪磁極部のそれぞれ は、爪磁極部外周面の回

転方向後側の縁領域 に、前記爪磁極部外周面か ら前記爪磁極部の内周

側 に向けて 1 O deg以上 1 6 deg以下の傾斜角度で傾斜 した傾斜面を有

し、

前記固定子は、前記回転子の爪磁極が成す電気角 3 6 O deg以内に

、同相の コイル ター ンおよび固定子 コアによって形成 され る固定子磁

極が 2 つ配置 され るようにコィルが巻回 され、それぞれの固定子磁極

を形成す る前記 コイル ター ンは周方向角度幅が電気角 1 8 O deg よ り

も小 さいコイル ター ンであ り、前記 2 つの固定子磁極 を成す前記 コィ

ル ター ンが互 いに重な らないように設 けられているとともに、隣接す

る前記固定子磁極が互 いに逆極性 をなす ように前記 コイル ター ンが巻

回 されていることを特徴 とす る車両用交流発電機。

[請求項7] 界磁 コイルが巻装 された円筒部 と、該円筒部の軸方向両端面に対向

す るように配置 された板状の第 1 および第 2 の端板部 と、前記第 1 の

端板部か ら前記第 2 の端板部方向へ と回転軸 に平行に伸延す る複数の

第 1 の爪磁極部 と、前記第 2 の端板部か ら前記第 1 の端板部方向へ と

回転軸 に平行に伸延 し、前記複数の第 1 の爪磁極部に対 して周方向に



交互に配置 された複数の第 2 の爪磁極部 と、前記第 1 の爪磁極部 と隣

接す る前記第 2 の爪磁極部 との間の各々に配置 された フェライ ト磁石

と、を有す るル ンデル型回転子 と、

前記ル ンデル型回転子の外周側 に回転空隙を有 して対向配置 され、

電機子 コイルが巻装 された積層鉄心 を有す る固定子 と、を備 え、

前記第 1 および第 2 の爪磁極部のそれぞれ は、爪磁極部外周面の回

転方向後側の縁領域 に、前記爪磁極部外周面か ら前記爪磁極部の内周

側 に向けて傾斜 した傾斜面を有 し、

前記傾斜面の傾斜角度は 1 O deg以上 1 6 deg以下に設定 されている

ことを特徴 とす る車両用交流発電機。

[請求項8] 周方 向に設 けられた複数の爪磁極 および前記爪磁極間に配置 された

フェライ ト磁石を有す るル ンデル型回転子 と、

前記ル ンデル型回転子の外周側 に回転空隙を有 して対向配置 され、

電機子 コイルが巻装 された積層鉄心 を有す る固定子 と、を備 え、

前記固定子は、前記回転子の爪磁極が成す電気角 3 6 O deg以内に

、同相の コイル ター ンおよび固定子 コアによって形成 され る固定子磁

極が 2 つ配置 され るようにコィルが巻回 され、それぞれの固定子磁極

を形成す る前記 コイル ター ンは周方向角度幅が電気角 1 8 O deg よ り

も小 さいコイル ター ンであ り、前記 2 つの固定子磁極 を成す前記 コィ

ル ター ンが互 いに重な らないように設 けられているとともに、隣接す

る前記固定子磁極が互 いに逆極性 をなす ように前記 コイル ター ンが巻

回 されていることを特徴 とす る車両用交流発電機。

[請求項9] 周方 向に設 けられた複数の爪磁極 および前記爪磁極間に配置 された

フェライ ト磁石を有す るル ンデル型回転子 と、

前記ル ンデル型回転子の外周側 に回転空隙を有 して対向配置 され、

電機子 コィルが巻装 された積層鉄心 を有す る固定子 と、

前記固定子は、前記回転子の爪磁極が成す電気角 3 6 O deg以内に

、同相の コイル ター ンおよび固定子 コアによって形成 され る固定子磁



極が 2 つ配置 され るようにコィルが巻回 され、それぞれの固定子磁極

を形成す る前記 コイル ター ンは周方向角度幅が電気角 1 8 O degであ

り、前記 2 つの固定子磁極 を成す前記 コイル ター ンは、一方の コイル

ター ンは O degか ら 1 8 O degの間で巻 き回 され、他方の コイル ター ン

は 1 8 O degか ら 3 6 0 degの間で逆極性 を成す ように巻 き回 されてい

ることを特徴 とす る車両用交流発電機。
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